
4. 一般構造物設計 

4-1. 設計計画 

前章「3. 整地設計」において、本造成地の計画地盤高はFL=81.4mに決定した。この

高さと周辺地盤との間に高低差が生じるため、造成地周囲に盛土及び切土擁壁が必要

となる。下図に必要となる擁壁配置を示す。 

本設計においては、以下の３箇所について擁壁構造決定のための予備設計及び切土部

擁壁計画を行うものとする。 

① 西側擁壁（予備設計） 

敷地造成高(FL=81.4m)と現況グラウンド(FL=76.0m)との高低差が 5.4m となり、

擁壁の根入れを含めて全高が6.5m程度となる。 

② 東側擁壁盛土部（予備設計） 

東側については、造成地外周を南北に縦断する市道黄檗山手線との境界に盛土及

び切土擁壁が必要となる。本設計においては、下図に示す造成地出入口から南側

について、造成高と黄檗山手線との高低差により高さ4m以下の盛土擁壁の予備設

計を行う。 

③ 東側擁壁切土部（擁壁配置計画） 

造成地出入り口から北側については、黄檗山手線との境界から高さ 7m 以下の切

土となり、5m以上の範囲は大型ブロック積擁壁とし、5m以下についてはブロック

積擁壁を計画した。 
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4-2. 設計条件 

 

◇土質条件 

(1) 背面盛土の土質定数 

本造成地は、給食センター用地外周に位置するため宅地用擁壁として、大臣認定

擁壁の採用及び、都市計画法による開発行為において設置する擁壁の構造指針に

準拠する必要がある。大臣認定擁壁の場合、裏込め土の土質定数は「建設省制定

土木構造物標準設計２擁壁類：以下標準設計と称す」によるC1相当とされている。

従って予備設計に使用する背面土の土質定数はC1相当とし、下記の通りとする。 

単位体積重量 ： γ=20 kN/m3 

内部摩擦角 ： φ=35° 

粘 着 力 ： C=0 kN/m2 

 

(2) 基礎地盤の土質定数 

本造成地においては、地質調査が行われている。 

地盤調査において、擁壁基礎直下となるボーリング箇所は、C8及びC9で地質推

定断面は、E-E’断面及びG-G’断面である。 

ボーリング結果によると、西側擁壁の基礎地盤としては、グラウンド地表から約

７ｍ程度までは、平均Ｎ値４程度の盛土層（粘土混り砂）で以深は大阪層群が分

布しＮ値５０以上のＯｇ層（礫質土）である。擁壁の支持層としては、Ｏｇ層が

選定され、地表からの深さより基礎工形式は中層混合処理工による地盤改良又は、

杭基礎が必要となる。下表に地質調査結果による土質定数を添付する。 

次頁以下に調査報告書の抜粋を添付する。 
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4-3. 西側擁壁予備設計 

   

(1) 支持層の選定 

下図に示す様に、ボーリングNo.C-9のN値によれば、地表から深さ-4m程度でＮ

値28～31となるが、-6m付近にＮ値16の粘性土層が約1m分布する。擁壁基礎の支

持層としては、Ｎ値50以上となる標高69.1m以深を支持層とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(2) 擁壁高の設定 

 

◇ 基礎の根入れ深さ 

近畿地方整備局設計便覧（案）第３編道路編（以下設計便覧と称す）に準拠し、

根入れ深さを50cmとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 擁壁高の設定 

前頁の図に示す様に、造成高FH=81.4mと現況グランドとの高低差は5.4mである。

基礎の根入れ深さ 50cm 以上としてを擁壁全高は、H=6.0m 程度となる。なお、逆 T

式擁壁等のフーチングを有する構造の場合はフーチング上面までの根入れを 50cm

以上とするため、フーチング厚分全高が高くなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『近畿地方整備局設計便覧（案）第３編道路編』（平成24年4月）P.3-12 



(3) 擁壁工法の抽出 

前頁の擁壁高の設定より、設計擁壁高はH=6.0mとする。 

擁壁形式は下表に示す設計便覧の高さによる選定基準により、逆 T型擁壁が選定さ

れる。また、構造形式の分類で示されている補強土壁も考えられる。 

本計画においては、擁壁前面に勾配を有するもたれ式は造成用地面積が少なくなる

ため除外した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近畿地方整備局 

設計便覧（案） 

第３編 道路編 

P.3-4～P.3-5 



(4) 擁壁工法比較案 

本現場においては、宅地造成等規制法に基づく性能を有した構造とする必要がある

ため、前頁に示す通り逆T式擁壁に加え、国土交通大臣認定を得ている既製擁壁とし

て、補強土壁（テールアルメ工法）及びプレキャストブロック式ＲＣ擁壁（ゴールコ

ン）の３案により比較検討を行うものとした。 

 

第１案 逆Ｔ式擁壁 

第２案 補強土壁工法（テールアルメ） 

第３案 プレキャストブロック積擁壁（ゴールコン） 

 

(5) 基礎工の検討 

◇ 検討方針 

前述のように擁壁の支持層は FL=69.1m 以深となるため擁壁の基礎から支持層まで

約6m程度となる。従って、基礎工形式としては下記の２ケースを検討した。 

1. 地盤改良 

支持層のまでの深さが６ｍ程度であることから、中層混合処理工法による地盤

改良を選定した。補強土壁工法においては、剛な底版構造を有さない構造であり、

杭基礎は採用できないため地盤改良が前提となる。施工においては、0.7m3クラ

スのバックホウによるトレンチャ式施工が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 杭基礎 

深さが６ｍ程度であれば一般的には、地盤改良の方が経済性において安価とな

る場合が多いが、逆T式擁壁については剛体としてのフーチング構造を有するた

め杭基礎の選定も可能である。従って、逆T式擁壁において、地盤改良と杭基礎

の比較を行うものとした。 

 



◇ 検討結果 

延長１０ｍ当たりの概算工事費による基礎工検討を行った結果、杭基礎について

は、地盤改良よりも約１割高価となる結果となった。 

従って、基礎形式は地盤改良工法として擁壁工法の３案比較を行うものとする。 

尚、設計計算及び工事費単価は巻末資料に添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(5) 擁壁工法比較検討結果 

擁壁工法比較案の抽出において選定した下記３案の比較検討を行った。 

 

第１案 逆Ｔ式擁壁 

第２案 補強土壁工法（テールアルメ） 

第３案 プレキャストブロック積擁壁（ゴールコン） 

 

比較検討の結果、下記の理由により第２案補強土壁（テールアルメ工法）を採用

するものとした。 

採用理由 

① 経済性について、最も安価となる。 

② 施工性について、工期の短縮が可能である。施工に当たっては熟練工を必

要としない。 

③ 剛な基礎を必要とせず、構造がフレキシブルであるため、局部的な沈下や

地震時における地盤の変形に柔軟に追随できる。 

 

次頁以下に比較表及び補強土壁構造図を添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                     

                                  



                                     

                             



4-4. 東側擁壁盛土部予備設計 

 

(1) 擁壁配置 

東側擁壁については、黄檗山手線から造成地への出入口から南側において、盛土

部擁壁となる。黄檗山手線の縦断勾配により、擁壁の高さは６ｍ以下となる。下

図において断面番号Ｈ及び１５～１７が計画断面となる。 
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(2) 基礎工形式 

基礎工形式については、「4-2.設計条件」に記載したとおり、敷地造成高さ

FL=81.4mにおいててＮ値50以上の良質な支持層が分布することから、直接基礎を

選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(3) 擁壁工法の抽出 

擁壁配置位置は、前頁の断面No16～No.17において黄檗山手線との境界に設置さ

れ、断面 H～No.15～No.16 の範囲は、擁壁前面に既存ボックスカルバートが設置

されている。この様な用地的制約により擁壁構造は、造成地の面積減少とならな

いような下記の条件が必要となる。 

① 擁壁竪壁は直壁構造とする。 

② 黄檗山手線との用地境界に設置するため前フーチングの無い構造とする。 

以上より、擁壁構造としてはL型擁壁及び、補強土壁が選定される。 

補強土壁については、西側擁壁において最適工法として選定したが、本予備設計

では、擁壁高が徐々に低くなるため、プレキャスト L 型擁壁と補強土壁について

擁壁高についての経済比較を行った。 

経済性比較の結果、壁高 3.9m 以上でテールアルメ、以下でＬ型擁壁を採用する

結果となった。 

比較結果を下図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4-5. 東側擁壁切土部配置計画 

 

(1) 擁壁配置 

東側擁壁の内、黄檗山手線から造成地への出入口から北側においては、造成地計

画高よりも黄檗山手線が高くなるため切土部となる。切土部においては、切土法

面とする工法も考えられるが、切土勾配が緩くなるため給食センター用地が減少

する。本設計においては、用地を極力広くすることを目的に切土部擁壁の配置を

計画した。計画断面はＣ～Ｆ断面となる。 
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(2) 基礎工形式 

基礎工形式は、東側盛土部擁壁と同様に直接基礎が選定される。 

 

(3) 擁壁工法の選定 

前頁の断面図Ｃ～Ｆに示す様に、基礎の根入れを想定した擁壁全高は、H=6m以下

となる。 

切土部擁壁については、黄檗山手線の路体を保護する構造となるため、宅地とし

ての認定擁壁を採用する必要はない。また、擁壁施工時において黄檗山手線の現

況交通の通行止め等は不可であるため、掘削影響が黄檗山手線に及ばない工法を

選定する必要がある。以上より工法選定条件は下記のように設定される。 

① 擁壁竪壁に前面勾配を有する構造として境界から直堀を避ける。 

② 後ろフーチングの無い構造とする。 

以上より擁壁構造は、ブロック積擁壁、もたれ式擁壁が選定される。尚、ブロッ

ク積擁壁については、高さ５ｍを超える範囲は大型ブロック積擁壁が考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(4) 擁壁工法の決定 

擁壁工法決定においては、もたれ式擁壁と比べて下記の理由によりブロック積擁

壁及び５ｍを超える範囲において大型ブロック積擁壁を採用する。 

 

① もたれ式擁壁は現場打ちコンクリート製であるため、現場での型枠設置、コン

クリート打設、養生等が必要となり施工性において不利となる。 

② 経済性について、一般的にはもたれ式擁壁の方が高価となる。 

 

ブロック積擁壁の設置条件として、自動車荷重のかかる範囲は設置が不可となる

が、黄檗山手線は歩道を有するため輪荷重の影響がブロック積に及ばないため採

用に問題は無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近畿地方整備局 設計便覧（案）第３編 道路編 P.3-5 


